
 

仮想化基盤システムリプレイス業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 仮想化基盤システムリプレイス業務の内容及び同業務に係る公募型プロポーザルの各

種手続・要件並びに審査等の内容については、次のとおりとする。 

 

第 1 目的 

 現在、公立大学法人公立千歳科学技術大学に導入されている仮想化基盤システムにお

いて、各種リソース（CPU、メモリ、ストレージ）の逼迫が発生している。このため、

当年度及び次年度に更新予定の事務系システム一式を安定的に稼働させることが困難な

状況となっている。また、既存仮想化基盤で利用している仮想化ソフトウェアについて

は、製品ロードマップおよびライセンス体系の将来性に不透明な要素が生じおり、セキ

ュリティ及び運用維持の観点から早急な脱却が必要であると考えられるため、本調達を

行うものとする。 

 本調達は、今後最低 5 年間にわたり、安定的かつ拡張性を持って運用可能な仮想化基

盤を構築することを目的とする。 

 なお、本事業は 5 年間のリース契約にて実施する。 

 

第 2 業務概要 

  1 業務名   仮想化基盤システムリプレイス業務 

 2 業務内容  仮想化基盤システムの構築及び本稼働後 5 年間の保守業務 

 3 履行期間  契約締結日から令和 8 年 11 月 30 日まで 

         ※移行作業は業務時間外（夜間・休日）に行う必要があるため、作 

     業は令和 8 年 11 月 29 日までに完了させること。 

 4 見積価格上限額等 

   この業務に係る見積価格上限額（5 年間のリース料総額）は 262,548,000 円（消 

  費税及び地方消費税の額を含む。）とする。業務委託料の積算にあっては、見積価 

  格上限額の範囲内とすること。 

 

第 3 担当部署  

    〒066-8655 千歳市美々758 番地 65 

    公立千歳科学技術大学事務局情報・メディア課 

    電話 0123-27-6014 

    FAX  0123-27-6030 

    e-mail ims@photon.chitose.ac.jp 

 

第 4 参加資格要件 



   公募型プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、次 

  のすべての要件を満たしていること。 

 (1)  令和 7・8・9・10 年度千歳市競争入札参加資格者名簿に登録があること。登録 

   が無い場合は、参加表明書提出時に次に掲げる事項の書類を提出すること。 

  ① 法人にあっては、履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

  ② 商号登記している個人にあっては、履歴事項全部証明書（商号登記簿謄本） 

  ③ 商号登記していない個人にあっては、身分証明書及び登記されていないことの 

   証明書 

  ④ 直近年度の財務諸表（法人及び個人） 

  ⑤ 法人にあっては、直近年度の国税（法人税並びに消費税及び地方消費税）及び 

   千歳市税の納税証明書（未納がないことが確認できるもの） 

  ⑥ 個人にあっては、直近年度の国税（所得税及び復興特別所得税並びに消費税及 

   び地方消費税）及び千歳市税の納税証明書（未納がないことが確認できるもの） 

 (2)  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない 

   者であること。 

 (3)  公募の日から参加表明書提出日までのいずれの日においても、千歳市競争入札 

   参加資格者指名停止措置要綱（平成 14 年 12 月 18 日千歳市長決裁）に基づく指 

   名停止を受けていない者であること。 

 (4)  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立て又は民 

   事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて 

   いる者でないこと。 

 (5)  千歳市暴力団排除条例（平成 26 年千歳市条例第 1 号）に規定する暴力団員等 

   でないこと及び暴力団員等との関係を有していない者であること。 

 (6)  日本国内において、仮想化基盤システム構築の実績を有していること。 

 

第 5 参加表明手続 

 1 参加表明書の提出 

   参加希望者は、次のとおり参加表明書及び資料（以下「参加表明書等」とい 

  う。）を提出しなければならない。 

   なお、期限までに参加表明書等を提出しない者又は参加資格要件に該当しないと 

  認められた者は、このプロポーザルに参加することができない。 

 (1)  提出書類 

      ア 参加表明書（様式 1） 

   イ 業務実績調書（様式 2） 

      ウ 令和 7・8・9・10 年度千歳市競争入札参加資格者名簿に登録されていること 

    を証する書面の写し。登録が無い場合、本要領第 4 の(1)に掲げる書類 

 (2)  提出期限 令和 8 年 4 月 23 日（木）午前 11 時 



 (3)  提出場所 第 3 に同じ。 

 (4)  提出方法 持参又は郵送によること。（郵送の場合、提出期限に必着） 

  

  2 参加資格の確認等 

 (1)  参加資格要件の確認及び企画提案書提出依頼 

   第 4 に定める参加資格要件に該当するか確認を行い、令和 8 年 4 月 24 日（金） 

  までに次に掲げる事項を記載した参加資格要件確認結果通知書（様式 3）を通知す 

  る。併せて参加資格要件を有する者に、企画提案書の提出を依頼する。 

  ア 参加資格を有すると認めた者にあっては、参加資格がある旨及び企画提案書の 

   提出を依頼する旨 

  イ 参加資格を有しないと認めた者にあっては、参加資格がない旨及びその理由並 

   びに所定の期限までに理由について説明を求めることができる旨 

 (2)  参加資格を有しないと認めた者は、その理由について、次のとおり書面（様式 

   は任意）により理事長に対し説明を求めることができる。 

    ア 提出期間 令和 8 年 4 月 30 日（木）までの休日を除く、午前 9 時から午後 5 

        時まで 

    イ 提出場所 第 3 に同じ 

    ウ 提出方法 持参によること。 

 (3)  理事長は、(2)の説明を求められたときは、令和 8 年 5 月 7 日（月）までに説 

   明を求めた者に対し理由説明書を通知する。 

 

第 6 企画提案書作成要領 

   企画提案書の提出を依頼された者（以下「企画提案者」という。）は、次に定め 

  るところにより企画提案書を作成し、提出するものとする。 

  1 提案内容 

     企画提案は、次の事項について提案すること。 

 (1) 提案する仮想化基盤システムの概要について 

   ア 管理インターフェイスの使いやすさについて 

   イ 将来的な拡張性について 

   ウ 機器のサイジングや構成について 

 (2) 導入実績及び保守・運用体制について 

   ア 導入実績及び VM Ware からの移行実績について 

   イ 移行のスケジュールについて 

   ウ 保守サービス体制等について 

 (3) 本学提示の仕様書以上の内容や独自の工夫について 

   ア 本学提示の仕様書以上の内容があればその点について説明すること。 

   イ 貴社独自の工夫等があればその点について説明すること。 



  

  2 企画提案書の書式 

     企画提案の提出は、企画提案書提出届（様式 4）に次の書類を添付して行うこと。 

 (1)  企画提案書別紙（会社概要、実績等）（任意様式） 

 (2)  業務に係る事業費積算内訳（任意様式） 

  3 記入上の注意事項 

 (1)  わかりやすい平易な表現を用いること。 

 (2)  専門用語には解説を付けること。 

 (2)  見積価格の内訳がわかるように記載すること。 

  4 提出方法等 

 (1)  提出期限 令和 8 年 5 月 8 日（金）午後 5 時 

  (2)  提出場所 第 3 に同じ。 

 (3)  提出方法 持参によること。 

  (4)  提出部数 8 部 

  5 企画提案書等の著作権等の取扱い 

  (1)  企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するが、当該業務 

   に伴い生じた著作権等の権利及び物件があるときは、本学に帰属すること。 

 (2)  本学は、プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要がある 

   ときは、提出された企画提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるも 

   のとする。 

 (3)  提出された企画提案書は、千歳市情報公開条例（平成 5 年千歳市条例第 14 

号）の規定により、個人情報、法人情報等で非公開とされる情報を除き、情報 

   公開の対象となること。 

 

第 7 質疑応答等 

 (1)  参加表明書及び企画提案書の作成について質問がある場合は、次のとおり質疑 

   応答書により提出すること。 

     ア 提出書類 質疑応答書（様式 5） 

     イ 提出期間 令和 8 年 5 月 1 日（金）までの休日を除く、午前 9 時から午後 

          5 時まで 

     ウ 提出場所 第 3 に同じ。 

     エ 提出方法 電話連絡の上、e-mail により提出すること。 

 (2)  (1)の質疑応答書は、質問者及び回答日において参加表明書を提出している者 

   全てに対し、e-mail により回答するものとする。また、本学ホームページ上に 

   当該回答内容を公表する。 

 

第８ 失格事項 



     次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。 

   (1) 第 4 の参加資格要件を満たしていない場合 

   (2) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

  (3) 実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事   

   項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

   (4) 審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

     

第９ 企画提案の審査方法及び評価基準 

  1 審査委員会の設置 

   企画提案の審査、評価及び候補者の特定を行うため、仮想化基盤システムリプレ 

  イス業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置する。 

  2 ヒアリング等の実施  

   審査委員会において、提案内容をより理解するため、企画提案書に係るプレゼン 

  テーション及びヒアリングを次のとおり行う。 

  (1) 実施方法 

   ア １者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は説明 30 分、質疑 15 分 

の計 45 分とする。 

     ウ プレゼンテーション等の説明者は、補助者を含めて 3 名までとする。 

   エ スクリーン及びプロジェクターは本学が用意する。その他パソコン等プレゼ 

    ンテーションに必要な機器は、企画提案者が用意すること。  

     オ 欠席をした場合は、企画提案書の審査、評価及び特定から除外する。 

   (2) 実施日時及び場所 

    第 5 で示した、企画提案書提出依頼時に併せて通知する。 

 3 評価項目及び評価基準 

   企画提案書及びプレゼンテーション等により、次の評価項目について、別紙で示 

  す評価基準に基づき審査及び評価を行う。 

   (1) 提案するシステムに関する項目（配点 35） 

   (2) 導入実績及び保守・運用体制に関する項目（配点 45） 

   (3) 見積価格に関する項目（配点 20） 

 4 受注候補者の特定 

   審査委員会において、3 の審査及び評価により、各委員の評価点の合計を加算し 

  順位を付け、最も評価点の高い者を受注候補者として特定する。 

   この場合において、委員の評価点の合計が最も高い者が複数であるときは、審査 

  委員会の審議により候補者を特定するものとする。 

  5 審査結果の通知 

  (1) 受注候補者を特定したときは、速やかに企画提案者全者に対し、次の事項を通 

   知するものとする。 



      ア 受注候補者 

      イ 評価点数 

      ウ 受注候補者にあっては、今後の契約手続の旨 

   エ 受注候補者とならなかった者にあっては、その理由及び所定の期限までに理 

    由について説明を求めることができる旨 

 (2)  受注候補者とならなかった者は、その理由について、次のとおり書面（様式 

   は任意）により理事長に対し説明を求めることができる。 

    ア 提出期間 (1)の通知があった日の翌日から 5 日以内までの休日を除く、 

           午前 9 時から午後 5 時まで 

      イ 提出場所 第 3 に同じ 

    ウ 提出方法 持参によること。 

 (3)  理事長は、(2)の説明を求められたときは、(2)の通知を受け取った日の翌日か 

   ら 5 日以内に説明を求めた者に対し理由説明書を通知する。 

 6 審査結果の公表 

     受注候補者を特定したときは、次の事項を公表するものとする。 

 (1)  受注候補者及び評価点数 

  (2)  全ての企画提案者の評価点数（ただし、受注候補者以外の名称は秘匿とす 

   る。） 

  (3)  受注候補者の特定理由 

 

第 10 契約に関する基本事項 

  1 契約の締結 

   受注予定者と当該業務について協議を行い、内容について合意の上、当該業務仕 

  様書を作成するものとし、その仕様書に基づく見積書を徴収し随意契約の方法によ 

  り契約を締結する。 

   なお、契約については、本学、受注予定者、リース会社の三者契約によるリース 

  契約とする。 

  2 契約保証金 

     免除する。 

  3 契約書作成の要否 

   要する。 

  4 支払条件 

   後払いとする。 

 

第 11 その他 

  1 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  2 参加表明及び企画提案に係る書類作成及び提出に要する費用は、提出者の負担と 



  する。 

  3 提出された書類は、返還しない。 

  4 提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 

 5 再委託の禁止 

   当該業務の全部を第三者に委任し、又は請け負わせることは認めない。また、当 

  該業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ書 

  面により理事長の承諾を得なければならない。 

 6 物品の調達や再委託が必要な場合は、千歳市内企業を活用するなど、地域への人 

  的・物的貢献に努めること。 

 

第 12 スケジュール 

 本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりである。 

実施内容 実施期間又は期日 

参加表明書の提出 令和 8 年 4 月 8 日（水）から令和 8 年 4 月 23 日（木）まで 

参加資格要件確認結

果通知及び企画提案

書提出依頼 

令和 8 年 4 月 24 日（金） 

質問書の受付 
令和 8 年 4 月 24 日（金）から令和 8 年 5 月 1 日（金）まで 

なお、質問の回答は随時行う 

企画提案書の提出 企画提案依頼書提出依頼日から令和 8 年 5 月 8 日（金）まで 

ヒアリング等 
令和 8 年 5 月 12 日（火）予定（企画提案書提出依頼と併せて

通知） 

企画提案書審査結果

の通知 
令和 8 年 5 月中旬予定 

契約締結 令和 8 年 5 月中旬予定 

 

 

 

 


